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日本では人口減少や少子高齢化が進んでおり，特に地方では中心市街地の衰退化が深刻化しているこ

とから，持続可能な都市構造への構築を目指すべく立地適正化計画（以下，立適）の制度が創設された．

立適によって，拠点と呼ばれる都市機能が集積するエリアへの，人口や生活サービス施設（以下，施設）

の誘導・集約の推進が期待される．人口減少に伴って施設も減少することが想定される中，設定された

拠点が，将来においても都市機能を保持し続けられるかを把握しておくことは重要である． 

本研究では，施設と人口の関係性の把握を通じて，拠点の維持可能性と都市機能の確保可能性を検討

する．人口については総人口と年齢別人口の 2 つに着目し，拠点が維持できる拠点が維持できる最低限

の人口（以下，最低人口）および人口密度（以下，最低人口密度）の推定と，年齢構成と施設立地状況

の関連について把握を行った．最低人口の推定に関しては，これまで考慮されていなかった施設数とい

う量的な観点から検討を行い，重回帰分析を通じて算出を試みた．また，最低人口の概念を将来推計人

口に適用することで，将来（2040年）でも施設が立地され得るのかを分析する．自拠点のみで都市機能

の確保が難しい拠点では，自動車利用の多い地方の現状を鑑みて，道路ネットワークによる他拠点への

移動を通じて施設を享受できるのかについてもあわせて把握する． 

分析の結果，高齢者が比較的多い拠点では人口が著しく減少している傾向が明らかになった．さら

に，算出された最低人口は約 7,000人程度，最低人口密度は約 2,400人/km2であると得られた．約 2,400

人/km2は，人口集中地区（DID）の指標である 4,000人/km2を下回る値である．このことから，DID の

指標を満たさなくとも，拠点において対象の施設種類が確保可能なことが示唆される．また，都市機能

の確保可能性については，将来（2040年推計）においても施設が立地・誘導可能なポテンシャルを有す

る拠点類型が存在することが確認できた．一方で，自拠点のみだと施設立地のポテンシャルが著しく低

い類型も確認されたが，他拠点への連携によって施設の確保が可能なことが示された．しかし，他拠点

までの距離が比較的遠く，連携が容易に行えない可能性がある拠点では，自拠点の機能強化や拠点計画

の見直しなどが考えられる． 
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